
【流動資産】 262,504,323 【流動負債】 85,825,781
現 金 及 び 預 金 111,849,769 買 掛 金 60,208,935

受 取 手 形 700,054 未 払 費 用 1,394,527

売 掛 金 84,111,074 賞 与 引 当 金 3,960,000

商 品 30,974,990 未 払 金 4,632,723

貯 蔵 品 115,820 未 払 消 費 税 等 4,066,688

前 払 費 用 93,331 預 り 金 11,562,908

繰 延 税 金 資 産 987,039

未 収 入 金 30,105,946 【固定負債】 6,289,553
未 収 法 人 税 等 3,434,011 退 職 給 付 引 当 金 6,289,553

仮 払 金 132,289

【固定資産】 16,350,657
【有形固定資産】 123,711 92,115,334
建 物 1

構 築 物 1 【株主資本】 186,739,646
工 具 器 具 備 品 123,709 資 本 金 31,000,000

利 益 剰 余 金 155,739,646

【無形固定資産】 532,400 利 益 準 備 金 7,750,000

電 話 加 入 権 332,400 その他の利益剰余金 147,989,646

ソ フ ト ウ ェ ア 200,000 別 途 積 立 金 106,546,183

【投資その他の資産】 15,694,546 繰 越 利 益 剰 余 金 41,443,463

繰 延 税 金 資 産 15,633,593

差 入 保 証 金 60,953

破 産 更 生 債 権 等 1,490,843

貸 倒 引 当 金 △ 1,490,843

186,739,646

278,854,980 278,854,980

負債合計

純資産合計

負債・純資産合計

純 資 産 の 部

資産合計

貸 借 対 照 表
（平成28年3月31日現在）

（単位：円）

金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 科 目金 額



個別注記表

１．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

２．重要な会計方針に係る事項

（１）資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産

商品・・・・・・先入先出法に基づく原価法（貸借対照表価格については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

（２）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・定率法

②無形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・定額法

（３）引当金の計上基準

① 貸倒引当金・・・・・・・・・・・・・・

② 完成工事補償引当金・・・・・・

③ 工事損失引当金････・・・・・・・

④ 賞与引当金・・・・・・・・・・・・・・従業員の賞与支払に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

⑤ 退職給付引当金・・・・・・・・・・

（４）収益及び費用の計上基準

売上債権等の貸倒による損失に備え、貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。

完成工事に係る瑕疵担保等の費用に備えるため、当期の完成工事高に
対する将来の見積補償額に基づいて計上しております。

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当期末手持工事のうち損失の
発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事につ
いて、損失見込額を計上しております。

従業員の退職給付に備え、退職金規定に基づく自己都合による支給総
額を計上しております。

① 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

・ 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

・ その他の工事

工事完成基準

（５）その他重要な会計方針

① 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

② 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

３．貸借対照表等に関する注記

（１）有形固定資産の減価償却累計額 円

（２）受取手形裏書譲渡高 円

（３）親会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 65,276,196 円

短期金銭債務 3,164,910 円

４．損益計算書に関する注記

（１）親会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 783,771,662 円

仕入高 3,803,623 円

販売費及び一般管理費 1,909,732 円

26,236,861

24,702,227



５．株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式の総数に関する事項

株式の種類
前事業年度
末の株式数

当事業年度増
加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
の株式数

株 株

普通株式 62,000 - - 62,000

６．税効果会計に関する注記（繰延税金資産・負債の発生原因）

（繰延税金資産）

賞与引当金 1,378,476 円

未払費用（賞与引当分法定福利費） 216,613 円

未払金 285,098 円

一括償却資産 71,820 円

繰越欠損金 13,166,028 円

貸倒引当金(個別） 515,832 円

電話加入権 49,443 円

減価償却超過額 291,380 円

退職給付引当金 2,176,185 円

繰延税金資産小計 18,150,875 円

評価性引当金 ▲ 565,275 円

繰延税金資産合計 17,585,600 円

（繰延税金負債）

未収還付事業税 964,968 円
繰延税金負債合計 964,968 円

繰延税金資産の純額 16,620,632 円

７． 金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に関する取組方針（1）金融商品に関する取組方針
当社は基本的に、自己資金で運営てしております。

また、デリバティブは実需に応じた一定の範囲内で行い、投機的な取引は行わな
い方針であります。なお。当会計年度デリバティブは利用しておりません。

（2） 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金等は、取引相手先の信用リスクに晒されて

おります。
営業債務である買掛金等は支払期日が集中しており、流動性リスクに晒されて

おります。

（３） 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引相手先の契約不履行に係るリスク）の管理

当社は与信管理規程、債権管理要領に従い、受取手形・売掛金等について
定期的に主要な取引相手先をモニタリングし、取引相手毎に債権残高を管理
するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図って
おります。

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新
するとともに、手元流動性の維持すること等により、流動性リスクを管理しております。

２. 金融商品の時価等に関する事項

平成28年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は次のとおりであります。

（1）現金及び預金 －

（2）受取手形売掛金等 －

－

（1）買掛金等 －

－

デリバティブ －

（注） 1. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産計 196,660,897 196,660,897

111,849,769 111,849,769

84,811,128 84,811,128

貸借対照表計上額（円）

負債計 60,208,93560,208,935

60,208,935

時価（円）

60,208,935

差額（円）

－ －



資 産

（1）現金及び預金、（2）受取手形・売掛金等
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

負 債

（1）買掛金等
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

デリバティブ取引

デリバティブ取引は行っておりません。

８．関連当事者との取引に関する注記

1. 親会社及び法人主要株主等

会社名
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額（注2） 科目 期末残高

日特建設
株式会社

（被所有）
直接100％

商品販売
役員の兼任

商品の販売
（注1）

783,771,662 売掛金 65,276,196

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1）価格その他の取引条件は、市場価格を勘案して当社が希望価格を掲示し価格交渉の上で決定しております。

（注2）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

９． １株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額

2. １株当たり当期純利益金額

10． 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

713円43銭

3,011円93銭

種類

親会社


